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凡例

1、 サハリン地方の呼称に関しては原則「サハリン」で統一する。但し、南半分を日本が領有していた時期に関しては「南サハリン」という用語も使用する。

2、 サハリンにおける朝鮮半島出身者の呼称に関しては、原則「朝鮮人」で統一する。

3、 「朝鮮」とは朝鮮半島全域を指す用語として使用する。1948年の南北両政府成立以後は、大韓民国は「韓国」とする。朝鮮民主主義人民共和国については、「北朝鮮」というのは地域名であって国家の略称としては適切ではないが、それに代わる略称も定着していないので、「北朝鮮」と表記する。

4、 朝鮮人、韓国人の姓名の読みに関しては、初出の際にルビをつける。

5、 法令名を表記する際、漢字については新体字を使用する。

6、 年代表記に関しては原則として西暦を使用する。

7、 本文中で書籍名を示す際、出版社、発行年は省略するが、それらについては巻末の参考文献一覧を参照されたい。

はじめに

2002年9月17日、小泉純一郎首相が朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）を訪れて歴史的な日朝首脳会談が開かれた。日本人拉致問題にばかり関心が集まる中、同会談においては日本の朝鮮植民地支配に対する謝罪と補償ということも重要な議題であった。会談後に発表された「日朝平壌宣言」では、日本が「痛切な反省と心からのおわび」を示し、補償については1965年の日韓条約締結時と同様の「経済協力方式」を北朝鮮が受け入れ、国交正常化後に「無償資金協力」を行う、とされた。しかし、この「経済協力方式」が補償問題の根本的解決からは程遠いものであることは、現在も提起され続けている数々の補償請求訴訟がよく証明している。真に「過去の清算」を果たすためには、戦後処理のあり方の再検討が不可欠であろう。

そのような問題意識のもと、小論では戦後処理問題の具体的事例としてサハリン朝鮮人棄民問題
を取り上げる。この問題は、日本による朝鮮植民地支配期、多くの朝鮮人が「帝国臣民」としてサハリンに強制的に連行され、苛酷な労働に従事させられ、日本敗戦後の引揚げにおいては「もう日本人ではない」として置き去りにされ、その後長い間故郷の土を踏むこともできなかったという問題である。異郷の地に「棄民」されたということでは、中国に残された孤児の問題とも類似性があるように思えるし、また、「拉致」的行為
によって異郷の地に送られ、その地に長い間留め置かれたということでは、現在問題になっている日本人拉致問題とも類似性があるように思える。これらの問題については日本の世論は大きな関心、同情を寄せているが、その一方で、かつて「帝国臣民」としてサハリンに送られ、置き去りにされた朝鮮人のことがあまり知られていないのは問題ではないだろうか、と私は考える。

サハリン朝鮮人棄民問題に関する研究がなされるようになったのは1970年代半ば頃からである。1975年に帰還運動関係者、弁護士らによって樺太残留者帰還請求訴訟（サハリン裁判）が提起されたが、裁判準備の過程で資料も集められ、それをまとめたものとして樺太裁判実行委員会編『樺太裁判資料（Ⅰ）～（Ⅲ）』や日本弁護士連合会編『樺太帰還在日韓国人会申立事件第一次調査報告書』などが作成された。ただ、この段階の研究は当事者の証言による実情把握、法的諸問題についての検討が中心である。

事実関係を詳細に検討したものが発表されるようになってきたのは1990年代に入ってからであるが、その中心となっているのが弁護士の高木健一氏、国際法学者の大沼保昭氏である。高木氏は『サハリンと日本の戦後責任』で強制連行の過程、法的諸問題、帰還問題の経緯などについて詳述している。しかし、冷戦、朝鮮の南北分断などの国際的背景についての言及は詳しくなされていない感がある。大沼氏の『サハリン棄民』も全体としては強制連行、帰還問題の経緯を追ったものであるが、戦後の引揚げ事業について、当時の連合国最高司令官総司令部（GHQ）、日本政府関係者への聞き取り、そしてアメリカ公文書館所蔵のGHQ関係資料を用いて実証的な研究を行っている点が注目される。国際的背景についての言及も詳しく、現状ではこの大沼氏の研究が最も実証的であると思われる。

サハリン朝鮮人棄民問題については、ソ連、日本側の公文書の公開が進んでいないこともあって未解明の部分も多く、資料の不十分さから、歴史学の分野では専門的な研究があまりない。現在までに出されている関連文献は帰還運動関係者、ノンフィクション作家などの手によるものがほとんどであり、証言を中心に問題の経緯を追ったものが多い
。

この問題は、日本の朝鮮植民地支配、戦後の冷戦、朝鮮の南北分断、離散家族の問題なども絡んでくるため、非常に広範囲にわたっている。そこで、小論では戦後処理に対する日本の姿勢という視点で考察を進めることにする。第一章では問題の経緯について、第二章では日本政府の対応について考察し、そしてそれらを踏まえた上で、第三章では日本の戦後処理自体における問題性について検討したい。なお、時系列的に何度か反復してしまうことになるが、試行錯誤の結果このような構成とした。これらの考察を通して、日本は「過去」とどう向き合ってきたのか、そして「過去の清算」のために日本はどのような姿勢で臨むべきかについて考えたい、というのが小論の目的である。

第一章　サハリン朝鮮人棄民問題の経緯

第一節　日本統治下の南サハリンと朝鮮人

南サハリンへの移住・強制連行

サハリン（日本側からの呼称は「樺太」）は、北海道の北に宗谷海峡を挟んで北緯45度から55度の位置にある、南北に細長い島である。現在ロシア領となっているこの島は、もともとは北にギリヤーク、オロッコ、南にアイヌ（樺太アイヌ）などが生活する平和な島であった。

サハリンに日露の勢力が及び始めたのは1800年代に入ってからである。以後、1800年代半ばにかけて両国の勢力争いが続いた。緊張が高まる中、1854年には日露和親条約（下田条約）が締結されたが、同条約ではサハリンには国境が設置されず、両国民混住の地とされた。その後、1875年に樺太千島交換条約が日露間で結ばれると、サハリンはロシアの領有となり、日本は千島全島を領有するとされた。しかし、1904年に日露戦争が勃発すると、日本軍はサハリンを占領、翌年講和条約であるポーツマス条約によって、サハリンの南半分（北緯50度以南）は日本の領有とされた。

もともと日本が「樺太」に関心を持ったのは、対ロシア戦略という軍事上の観点からであったが、南サハリン領有以後は、漁業、石炭採掘、林業、パルプ工業などを中心として経済開発が進められ、それに伴って入植政策も進められ、多くの労働者が渡航していった。早い時期から南サハリンに渡った朝鮮人も少数ながらいた。

1910年に日本の朝鮮植民地支配が始まると、土地調査事業
、産米増殖計画
をはじめとする苛酷な収奪政策による生活の困窮、農村の過剰人口を吸収する産業の不足などが要因となって、生計を立てるために日本や中国東北部に渡る朝鮮人が増加していった。そうした中、南サハリンにおける朝鮮人人口も増加していった（巻末の付表①参照）。1930年には南サハリンの全人口における朝鮮人の比率は1.8％となっているが、これは同年の日本「内地」の総人口に対する朝鮮人の比率0.6％に比べるとかなりの高率である
。

やがて1937年の中国との全面戦争の開始、1941年のアジア・太平洋戦争への戦線拡大に伴う日本人男子の徴兵増加により労働者不足が深刻化してくると、日本政府は朝鮮人を労務動員する政策を進めていった。

1938年4月1日に制定された国家総動員法は、同年5月4日に出された勅令「国家総動員法ヲ朝鮮・台湾及樺太ニ施行スルノ件」によって、翌日朝鮮にも施行された。1939年7月4日には「昭和14年度労務動員実施計画綱領」が閣議決定され、朝鮮から85000人を動員することが「目標」とされ、7月29日には内務次官・厚生次官より地方長官宛て通牒「朝鮮人労務者内地移住ニ関スル件」が発せられて朝鮮人労働者の移入が開始されることになった
。それより先の7月8日に制定された国民徴用令は民族的反発を恐れて朝鮮への即時適用が見送られたため、初期の労務動員は表面上「募集」「官斡旋」という形がとられた
。しかし、実際には人員を満たすために強引な狩り出しが行われたり、募集に応じない場合は配給を打ち切るなどと脅迫されたりという証言が数多くあり、自由意思に基づいているとは言い難いものであった。やがて戦況の悪化によって労働者不足がさらに深刻化してきた1944年9月には、日本政府は国民徴用令の朝鮮への適用に踏み切った。

朝鮮外へ労務動員された朝鮮人の正確な人数は明らかではないが、日本側の公式資料としてよく用いられる「第85回帝国議会説明資料」、大蔵省管理局編『日本人の海外活動に関する歴史的調査』によると、72万4787人とされている。このうち、南サハリンへ動員された朝鮮人の人数は1939年から1943年6月までの統計で16113人となっている（付録・表②参照）。被連行者の大半は南部の農村出身者であった。

小論では紙幅の都合により南サハリンにおける強制労働の実態については詳述しないが、特徴的な点としては、炭鉱労働に動員される割合が高いことが挙げられる。「第85回帝国議会説明資料」は連行された16113人の労働者のうち、約3分の2にあたる10509人が石炭産業に動員されたとしている
。また、1944年2月の時点で、朝鮮人炭坑夫は南サハリンの全炭坑夫の実に35％を占めていたという
。1日10～14時間という過重な労働時間、粗末な食事、厳しい監視体制という強制労働の一般的様相に加え、冬には零下40～50度にもなる極寒の地であることも考えると、南サハリンにおける強制労働は一層苛酷なものであったと考えられる
。

緊急疎開・朝鮮人虐殺事件

日本が連合国軍に降伏する直前の1945年8月8日、ソ連は突如、日ソ不可侵・中立条約を破棄して日本に宣戦布告し、翌日には南サハリンへの侵攻を開始した。圧倒的なソ連の軍備の前に日本軍は敗走を重ね、住民は混乱状態に陥った。8月15日に日本はポツダム宣言を受諾して連合国に降伏したが、南サハリンではなおも戦闘状態が継続し、8月22日にソ連が停戦協定に応じ、翌23日に日本軍の武装解除が行われてようやく鎮静化した。

ソ連の侵攻により、南サハリン在住の人々の引揚げは切迫した問題となった。最初に行なわれた引揚げ措置は、8月13日から23日まで行われた北海道への緊急疎開である。これは8月12日に樺太庁で決定された「13歳以下の男女、14歳以上の婦女子など16万人を北海道に疎開させる計画」によるもので、厚生省の記録では約76000人が疎開したとされている
。この緊急疎開は8月23日にソ連軍によって宗谷海峡が封鎖されてからは中止されたが、その後もソ連軍の監視をかいくぐって北海道へ渡る者もいた。これは「密航」による引揚げと呼ばれている。その実態は不明な点が多いが、北海道庁の調べによると、1946年9月までに24513人が渡航してきたという
。

これら二種類の引揚げにおいては、日本人と朝鮮人の間に法的な差別はなく、実数ははっきりしていないが、少数の朝鮮人も含まれていたとされる
。しかし、実態は著しい差別に満ちていたようである。緊急疎開について、林えいだい氏が北海道庁で1945年8月20日以後の引揚者名簿を見たところ、どのページにも朝鮮の住所、朝鮮名が見当たらず、林氏がそのことを疎開船に乗った経験がある eq \o(\s\up 9(キム),金)

 eq \o(\s\up 9(ミョンドク),明徳)氏に尋ねたところ、彼女は「あの時は朝鮮人といったら何をされるかわからないからね。日本人になりすますことにだけ頭を集中させましたからね。10歳の娘にも、お前は宮崎梅子だよと、くどいほど言い聞かせましたから。間違っても朝鮮人だというな、殺されてしまうぞとね」と語ったという
。

実際、当時の混乱状態の中で起こった、日本人による朝鮮人虐殺事件はその証言を裏付けるものであると言える。事件を引き起こした直接の原因は「朝鮮人はソ連軍のスパイだ」というデマであった。

国境線近くの町である eq \o(\s\up 9(かみしすか),上敷香)（現在のレオニドーヴォ）では8月18日、「スパイ」容疑で警察署に留置されていた朝鮮人19人のうち18人が銃殺され（1人は脱出）、警察署の建物ごと焼き払われたという
。また、島の最南部に位置する村である eq \o(\s\up 9(みずほ),瑞穂)（現在のパジャルスキ）では、8月20日の早朝から25日にかけて老人、婦人、幼児合わせて27人の朝鮮人が在郷軍人を中心とした二十数人の日本人集団に虐殺される事件が発生した
。

　日本敗戦前後の緊急疎開は、法的な差別はなかったとはいえ、実際にはこのような朝鮮人差別の中で行われたものだったのである。

第二節　帰還問題

置き去りにされた朝鮮人

日本降伏時、南サハリンにはどのくらいの人口がいたのか。厚生省の記録によると、「日ソ開戦時における樺太、千島の一般邦人の人口は約38万人と推察され、この他に約１万人の季節労働者が居住していた」とある
。しかし、この場合の「一般邦人」は日本人のみを指しており、朝鮮人は含まれていない。

当時の朝鮮人人口については一般的には約43000人とされている。これはソ連占領下で組織された朝鮮人居留民会が1946年の春から夏にかけて行った調査に基づくとされる。これに対し、サハリン在住の研究者であるアナトーリー・Ｔ・クージン氏は「樺太庁と第二極東方面軍事会議付属南サハリン民政局のデータが、より現実的である」とし、23500人という数字を挙げ、また、「1945年9月29日付の南サハリンの政治・経済状態に関する党中央委員会への報告」が「朝鮮人は23498人で、内訳は男性が15356人、女性が8142人」としていることにも言及している
。

巻末の付表①を見ると、1944年末における朝鮮人人口は26825人となっている。それに、サイパン島が陥落して日本本土が米軍の制空権下に入った1944年7月以降、南サハリン向けの石炭採取船の回航難により軍需省が「樺太炭」の利用を断念し、炭鉱の多くが閉鎖されたことを考えると、それ以降の労働者の大量移入は考えにくい。従って、私自身は日本降伏時の朝鮮人人口は23500人程度とみる方が有力であり、前出の約43000人という数字は、戦後ソ連の要請により北朝鮮から渡ってきた朝鮮人労務者の数を含んだものではないかと考える。しかし、正確なことはわからない。

日本の降伏により、南サハリンもソ連の占領地域となり、日本人、朝鮮人の引揚げ事業は至急の問題となった。日本はGHQの占領統治下に置かれたため、アジアの各地域からの引揚げ事業はGHQの指令によって進められていた。1946年3月16日には、一連の指令を統合し、以後の引揚げ事業の基本となる「引揚げに関する基本指令」が出された。しかし、同指令において、ソ連占領地区からの日本国民の引揚げは「適当な協定が成立した場合」と規定された。

「適当な協定」を成立させるべく、GHQとソ連との交渉が開始されたのは1946年5月である。しかし、戦後の労働力不足に悩むソ連が引揚げに消極的であったために交渉はなかなか進まず、同年9月になってようやくソ連がGHQにサハリン、千島を含むソ連地区からの引揚げを10月から始める用意があると伝えた。その後の協議を経て、12月19日に「ソ連とソ連支配下にある領域からの日本人捕虜及び日本国民の引揚げ並びに北緯38度以北の北朝鮮向けの在日朝鮮国民の引揚げに関する協定」（以下、「米ソ協定」と表記）が締結された
。同協定の第1条では引揚げ該当者を次のように規定していた。

（イ）日本人捕虜

（ロ）一般日本人（一般日本人のソ連よりの引揚げは各人の希望による）

　ここでいう「一般日本人」とは、英文では“Japanese　Nationals”となっているという
。そこで問題になるのが“Japanese　Nationals”の解釈である。実際に朝鮮人が「日本国籍を喪失」すると規定されたのは、サンフランシスコ平和条約が発効した1952年4月28日である。それ以前は日本政府自ら「講和条約の締結までは朝鮮人は日本国籍を保有する」と主張していた（国籍問題に関しては第三章で詳述）。この点を考慮すると、「一般日本人」との規定が「朝鮮人は含まない」ことに直接つながるかどうかは疑問である。しかし、1949年7月23日を最後に終了した「米ソ協定」によるサハリンからの引揚げにおいて、朝鮮人には引揚げの通知は来ず、2万数千人から4万3千人といわれる朝鮮人がサハリンに残されたのである。

帰還を阻む国家対立の壁

強制連行された朝鮮人は、ほとんどが故郷への帰還を熱望していた。しかし、彼らが引揚げ対象者に含まれていないことがわかると、中には絶望のあまり自殺する者、アルコール中毒になる者も少なくなかったという
。

サハリン全域を統治下に置いたソ連も彼らの帰還希望を受け入れようとはしなかった。スターリン独裁のもと、社会主義国としての基盤を固めつつあったソ連当局にとって、反共政策を進めるEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(イ),李)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(スンマン),承晩)政権下の南朝鮮（ソ連は大韓民国を認めていなかった）への帰還は容認できるものではなかった。帰還意思を表す者は「反ソ分子」とみなされ、彼らへの監視、圧力は強化された。1950年には祖国への帰還を目的として結成された「朝鮮共産党」という団体がソ連当局に弾圧されるという事件も起こっている
。

そうした中、「米ソ協定」によるサハリンからの引揚げ事業が終了してから7年後の1956年10月19日、日ソ共同宣言が発表され、日本とソ連との国交が回復した。その際、ソ連に抑留されていた日本人、そして朝鮮人男性と婚姻してサハリンに留まっていた日本人女性とその家族（夫、満20歳以下の未婚の子）の引揚げも認められることとなった。サハリンからの引揚げは1957年8月から1959年9月まで7回にわたって行なわれ、計2345人が日本へ引揚げたが、その中には朝鮮人夫とその子供計1541人も含まれていた
。だが、その他の朝鮮人の帰還は依然考慮されなかった。

残された朝鮮人の帰還を実現するべく、妻堀江和子氏と共に日本へ引揚げたEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(パン),朴)
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EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ハク),学)氏らを中心に、1958年2月6日、東京で「樺太抑留帰還者同盟」（後に「樺太抑留帰還韓国人会」、「樺太帰還在日韓国人会」と改称、以下「韓国人会」と表記）が結成され、帰還運動が始められた。

帰還運動が始まった頃、彼らを取り巻く状況は厳しいものであった。まず当時の日本においては朝鮮人差別が根強く、さらに植民地支配の責任について考える風潮もほとんどなく、政府、社会ともに「日本とは無関係」という冷淡な反応が圧倒的であった。

彼らが頼りにしていた韓国政府の対応も不十分なものであった。当時継続中であった日韓会談でも在サハリン朝鮮人の帰還問題は棚上げにされた。当時の韓国は朝鮮戦争の後遺症である深刻な経済危機に陥っており、経済の安定を図ることが第一に優先され、その上1948年から13年間にわたって独裁政治を行った李承晩、1961年の軍事クーデターによって政権を握ったEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(パク),朴)
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EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ヒ),熙)両大統領が、政権の維持に躍起になっていたこともあり、サハリンの同胞のために本腰になって日本政府と交渉する余裕を持っていなかった。また、強い反共政策を進めていた李承晩、朴正熙政権の下では、敵対する北朝鮮の友邦であり共産主義国であるソ連からの帰還者の受け入れには当然抵抗があった。

また、北朝鮮は在サハリン朝鮮人の韓国への帰還には強い反対姿勢で臨んだ。日本での帰還運動が始まると、ナホトカの朝鮮総領事館を通じて在サハリン朝鮮人に対する共産主義教育、北朝鮮国籍の取得、北朝鮮への「帰還」を執拗に勧めていった
。

こうした厳しい状況の中でも朴魯学氏らは懸命の運動を続け、その結果1960年代後半には韓国政府が帰還問題の解決を日本政府に促すようになり、日本側の対応にも若干の変化がみられるようになった。

政治面においては、国会でこの問題が盛んに取り上げられるようになり、政府もソ連に対して外相、首相レベルでの問題解決を要請するようになった。1973年10月11日には訪ソ中の田中角栄首相がブレジネフ書記長に対し帰還問題の解決を訴えている。

民間においても、ベトナム反戦運動をはじめとする、アジアに対する日本の姿勢を問う市民運動が芽生えてきたこともあって、在サハリン朝鮮人の帰還問題を人権問題として取り上げる動きも生まれ、1973年には三原令氏を中心とする「樺太抑留帰還韓国人会に協力する妻の会」が結成され、朴魯学氏らの運動を支えた。また、1975年12月には在サハリン朝鮮人4人を原告とする樺太残留者帰還請求訴訟（サハリン裁判）が東京地裁に提起され、世論の注目を集めた。裁判が長期化するにつれて運動が低迷するようになると、運動の中心は1983年4月に結成された「アジアにたいする戦後責任を考える会」（代表は大沼保昭氏）に引き継がれていった
。一方、韓国においても1972年12月にEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(テグ),大邱)にて「樺太抑留僑胞帰還促進会」（1980年2月に「中蘇離散家族会」と改称）が結成されている。

　このように、1970年代以降、帰還運動は次第に活発になっていった。しかし、それに対し、冷戦に起因する国家対立が大きな壁となって立ちふさがった。

帰還運動の活発化につれて、北朝鮮はさらに反対姿勢を強めていった。1973年10月の田中・ブレジネフ会談の直後には、労働党の機関紙『労働新聞』に「在サハリン朝鮮人問題は朝鮮民主主義人民共和国にのみ関わる問題であって、日本の支配層の策動は朝鮮民主主義人民共和国に敵対する政策の表れ」という趣旨の論評を掲載し、激しく批判した
。

ソ連も友邦である北朝鮮の意向を受け入れないわけにはいかず、「この問題は日ソ間の問題ではない」と態度を硬化させていった。また、韓国、日本のマスコミがソ連を非難する傾向が強かったこともソ連の態度硬化に拍車をかけた。

1970年代後半から80年代前半にかけては、国家対立はさらに厳しくなっていった。1976年9月6日にソ連の新鋭戦闘機ミグ25が函館空港に亡命着陸し、日本が機体を解体調査後返還したため、日ソ関係は極度に悪化した。また、1979年にはソ連のアフガニスタン侵攻に対する西側諸国の「対ソ制裁」に日本も参加し、さらに1983年9月１日にはサハリン上空で大韓航空機撃墜事件が起こるなど、日ソ、韓ソ関係は悪化の一途を辿っていった。

国家対立の激化は、在サハリン朝鮮人にも直接影響を及ぼした。1977年初めには帰還運動を行っていたEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ト),都)
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EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(サン),相)氏の一家9人が北朝鮮へ強制追放され、同年11月にはさらに4家族31人が北朝鮮への強制退去を命じられた
。これらの事件はサハリンでの帰還運動に大きな衝撃を与え、以後帰還について口にすることさえ困難になったと言われている。こうした抑圧が緩和され、帰還が実現するようになるのは、ゴルバチョフ政権によるペレストロイカが進行し、日ソ、韓ソ関係の改善が進む1980年代末以降のことであった。

このように、在サハリン朝鮮人の帰還希望は国家の思惑が交錯する中でことあるごとに蹂躙されてきた。その点で、この問題は個人に対する国家の酷薄さがよく現れた問題であるとの見方もできる。そして、韓国への帰還運動の盛り上がりが北朝鮮の反対、ソ連の態度硬化と表裏の関係とならざるを得なかったことは、冷戦、祖国分断の悲劇がサハリンの朝鮮人にも露骨に影響していたことをよく示している。

以上述べてきたように、サハリンの朝鮮人は、終戦以前は日本による苛酷な支配、戦後は当事国間の利害関係の中で、多大な苦難を強いられてきたのである。問題の解決が遅れたことには、冷戦下の厳しい国家対立も大きな要因として挙げられるが、やはり最大の要因は問題に対する日本政府の取り組みが不十分だったことにある。次章でこのことについて具体的に考察する。

第二章　日本政府の対応

第一節　無関心と差別意識

「米ソ協定」下の引揚げにおいて

前述のように、戦後のサハリンからの引揚げはアメリカ、ソ連の主導によるものであった。両国は朝鮮人を「解放国民」とみなしていた。それにもかかわらず、なぜ朝鮮人はその対象から外されたのか。また、このとき日本政府はどの程度関与していたのか。その真相については未だはっきりしていない。引揚げ事業当時の日本政府の姿勢を示す公文書は未見であるが、1975年に提起された「サハリン裁判」においてその責任を問われた際、日本政府は次のように主張している。

「終戦後の引揚げは連合国の責任の下で遂行されたものであり、その際連合国が引揚げの対象者から朝鮮人を除外したとしても、被告国は、この点についての関与を認められなかったという事情がある」（第２回口頭弁論、1976年４月２日）

確かに引揚げが連合国の主導で行われた以上、連合国にも責任があるのは間違いないが、果たして日本政府は「関与を認められなかった」として責任を免れることができるのだろうか。ここでは、「連合国の責任」について考察した上で、日本政府の責任について考察してみたい。なお、このことに関しては大沼保昭氏が当時のGHQ関係者への聞き取り調査、アメリカの公文書館に保存されている引揚げ事業に関する史料をもとに詳しく検証（ソ連については史料の調査、関係者への聞き取り調査ができなかったため、当時のソ連政府の政策から推察）しており、以下の記述は大沼氏の研究に負うところが大きい。

まずソ連の姿勢についてである。ソ連は第二次世界大戦、主にナチス・ドイツとの激しい戦闘で2000万人以上の犠牲者を出し、国土、経済の荒廃は深刻であった。そのため、戦後復興は切迫した問題であった。対日参戦の結果占領することとなった南サハリンにおいても、生産力の向上が急がれたが、国土全体が労働者不足にあえいでいる状態では、ソ連本土から労働者を移入するだけの余裕はなかった。そこでサハリンに残っていた日本人、朝鮮人を労働力として確保しようとしていたため、ソ連は引揚げ事業自体に対して消極的であり、そのことが朝鮮人置き去りに影響したことは否めないだろう。

また、GHQの姿勢はどうだったのか。大沼氏によれば、GHQ関係者はそもそもサハリンに朝鮮人がいること自体を十分認識していなかったようである。「米ソ協定」締結に向けたソ連との交渉過程を示す資料にも、GHQの担当者がサハリンに朝鮮人がいることを意識した形跡はなかったという。その後GHQ内でサハリンにいる朝鮮人についての議論がなされたのは資料を見る限り三回あったが、いずれも外部からの請願によるものだったという。一回目は、「内地転用」
となった元炭坑夫18人から1945年12月に出された請願によるもの、二回目は「サハリンからの朝鮮人早期帰還連盟」というソウルの民間団体から1947年10月に出された請願によるもので、これらに関してはGHQがソ連に働きかけることもあったが、ソ連からの回答はなく、そのまま放置された。三回目は1949年4月から6月にかけての駐日韓国代表部からの請願であるが、これについては、韓ソ双方と国交のある国への仲介を示唆する非公式の書簡を送っただけで問題を処理したという。つまり、GHQの態度は一貫して受動的で、引揚げに消極的なソ連を押し切って朝鮮人を帰還させようとの意志は希薄であったと考えられる。これには、サハリンの朝鮮人は大部分が朝鮮半島南部の出身であるが、当時南朝鮮を支配していた米軍政庁は逼迫する経済危機への対応に追われていて、帰還者の受け入れに消極的だったことも要因として挙げられる。

では、日本政府の責任についてはどうなのか。確かに主導的な発言をする権利はなかったが、「関与を認められなかった」という主張には疑問がある。

GHQによる引揚げ事業の対象者はアジアの全地域を合わせると800万人を超えていたといわれる。これをごく限られたスタッフしかいないGHQが単独で行うには無理がある。実際は、占領軍が指令を出し、それを日本政府が実行するという形で進められ、その際の情報提供も日本政府が行った。それだけでなく、日本政府は日本人の引揚げには非常に熱心で、GHQに対し早期引揚げの要請を何度も繰り返していた
。

従って、日本政府の主張は正当性に欠ける。GHQへの情報提供、そして早期引揚げの要請を行う段階で、サハリンに連行した朝鮮人の帰還について言及することは不可能ではなかったのであり、それを行う責任があったはずである。実際GHQは民間の朝鮮人からの請願にさえ応えているのである。しかし、大沼氏によれば当時の外務省、内務省史料、関係者からの聞き取り調査からも、サハリンの朝鮮人の帰還について日本政府が考慮していた形跡はみられなかったという
。日本人の引揚げを熱心に要請する一方で、かつて「帝国臣民」として連行した朝鮮人に対しては「もう日本人ではなくなるのだから面倒を見る必要はない」と言わんばかりに無関心な態度をとり続けた日本政府の責任は大きい。

主権回復後の引揚げ政策において

1952年4月28日のサンフランシスコ平和条約の発効によって日本が主権を回復すると、引揚げ事業は日本政府の自主的業務となった。それに先立つ3月28日に政府は「海外邦人の引揚げに関する件」を発し、その後の引揚げ事業に関する方針を打ち出している
。

　そうした中、日本政府にとって大きな懸案となっていたのが、ソ連に抑留されている日本人の引揚げであった。「米ソ協定」によるソ連管理地域からの引揚げは1950年4月22日を最後に終了していたが、厚生省は「終戦時の在留邦人272万6000人に対し、引揚者は235万7000人で、なお36万9000人が未引揚げ」として、引揚げの再開をソ連に対し強く求めた
。日本政府のこうした「熱意」が、日ソ共同宣言における未帰還日本人の引揚げへとつながっていったのである。

前述のように、この時日本政府は日本人女性を妻に持つ朝鮮人の引揚げも認めた。しかし、それは日本人妻の同伴者としてやむなく認めたに過ぎなかった。そして、日本政府のそのような意識は露骨な差別となって表れた。前述の「韓国人会」の設立者朴魯学氏はこの時に日本に引揚げたが、その際妻と子供には帰還手当と帰還旅費が支給されたのに、朴魯学氏には全くそれがなかった。そればかりでなく、日本上陸後の引揚げ列車内での弁当支給においても、彼だけが除外されたという。彼はこの時の気持ちを「みじめで悔しい出来事だった」と語っている
。

また、当時の日本政府の意識を如実に示す外交文書が2000年12月に公開されている。それは韓国政府からの在サハリン韓国人の引揚げ要請に対して1957年8月9日付で外務省アジア局第一課が作成したものであるが、そこには外務省幹部の言葉で「それ以外の朝鮮人の引揚げは見当違いもはなはだしく、世論の反撃にあう」「朝鮮人は何ら日本人と差別待遇を受けていたわけでなく、日本人も徴用を受けていた、むしろ朝鮮人は終戦近くまで兵役免除の特典を受けていた」「戦後、朝鮮人は解放者として威張りだした」などと記されているという
。そこには朝鮮人への偏見が実によく表れている。

日ソ共同宣言に基づく集団引揚げの対象となった朝鮮人は全体からみてごく少数に過ぎず、それ以外の朝鮮人の帰還に対しては、日本政府は相変わらず何の策も講じようとしなかった。その際に法的根拠とされたのが、サンフランシスコ平和条約発効による「日本国籍の喪失」であった。

象徴的な例が、サハリン・トマリ在住のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ホ),許)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ヂョ),照)氏の帰還申請に対する扱いである。彼は1962年9月からソ連当局に対し出国請願を繰り返し、11月には「日本が入国を許可すればソ連は出国を許可する。日本入国については在ソ日本大使館と連絡をとるように」との回答を得た。そして他の13人とともに在ソ日本大使館に帰還申請をしたが、日本大使館は「日本国籍の離脱」を理由に旅券の発行を拒否した
。

しかし、「日本国籍の喪失」を法的根拠とするのであれば、日本人妻と朝鮮人夫、その子供の入国は認めて、他の朝鮮人の入国は認めないことには疑問が残る。なぜなら、平和条約発効時の国籍処理は戸籍を基準になされたのであるが、それ以前に朝鮮人男性と婚姻した日本人女性は朝鮮戸籍に入っており、子供もそれに従うため、平和条約発効時に「日本国籍を喪失」したはずからである
。従って、「日本国籍の喪失」は朝鮮人の日本入国を拒む根拠にはなり得ず、日本政府の措置は「血」による差別ということになる。血統的日本人に対しては「日本国民」でなくなっても手厚く保護しようとするが、朝鮮人に対しては「日本国籍の喪失」という「建前」を振りかざして何の策も講じようとしない、というのが日本政府の姿勢であった。

　

第二節　「日本は通過のみ」の「原則」

前述のように、1960年代後半あたりから韓国政府が帰還問題の解決を日本政府に促すようになり、国会でこの問題が取り上げられるようになると、日本政府の対応にも若干の変化がみられ、ソ連に対して首相、外相レベルで問題の解決を要請するようになった。

そうした中、1972年7月12日には民社党の受田新吉衆議院議員が「徴用により樺太に居住させられた朝鮮人の帰国に関する質問主意書」を衆議院議長宛てに提出し、「政府は、人道的、かつ戦後処理問題の解決として、これら朝鮮人の帰国について何らかの便宜を供用する必要があると考えるが、その用意はあるのか」と問うている。そして7月18日にはその質問に対する田中角栄首相の答弁書が提出された。同答弁書は1960年代後半から80年代にかけての日本政府の基本姿勢を如実に示すものである。

田中首相は「人道的問題として真に同情を禁じ得ない。（中略）政府としては現在でもこの問題に深い関心を有するものであり、右引揚げの実現につきできる限りのことはしたいと考えている」とし、「本件につき機会をとらえてソ連政府に対し配慮方要請を行ってきており、今後とも続けていきたい」としながらも、その最後には次のように述べている。

「１、日本は単に通過するのみで全員韓国に引揚げさせる。

２、引揚げに関する費用は一切韓国側において負担する。

の二点をとりあえずのラインとして外務省、法務省など関係官庁において検討させることといたしたい。」

つまり、「人道的問題として」考えるものの、強制的に連行し、帰還させる努力を怠ったことに対する責任感は希薄で、具体的施策のことになるとまるで他人事扱いというのが日本政府の姿勢であった。当然、このような日本政府の姿勢に対し、韓国政府は強く反発した。こうした日韓両政府の対立のはざまで、1976年にはソ連から出国許可を得た4人の老人男性がナホトカの日本領事館まで来て日本の入国許可を申請したが、韓国入国の許可が出てから日本への入国許可を出すとする日本政府とそれに反発する韓国政府が対立している間に、ソ連から得た出国許可の最終期限が切れ、4人はやむなくサハリンに戻り、そこで一生を終えることになってしまったという事件も起こっている
。

このように、日本政府の責任意識は希薄なままであったが、前述のように1970年代半ば頃から帰還問題に対する世論の関心が高まってくると、国会では「道義上の責任」を意識した発言がみられるようになってきた。1976年1月22日の参議院決算委員会では、民社党の田渕哲也議員の質問に対して稲葉修法務大臣が「日本国に原状回復の形で復帰させることは、道義上の責任として残っているように思うんでございます」と答弁し、1978年3月2日の衆議院内閣委員会では、社会党の栂野泰二議員の質問に対して園田直外務大臣が「人道的、さらに法律的以上の道義的責任、政治的責任があって、（中略）政府はあらゆる努力をして、こういう（サハリンに残された―筆者注）方々の御希望に沿うようにしなければならぬと考えております」と答弁している
。

こうした中、日本政府の方針にも若干の変化がみられた。「サハリン裁判」提起の機運が高まってきた1975年8月には、サハリンの朝鮮人が日本入国のための渡航証明書を申請した場合、審査を経た上で入国を認めることとし、「韓国人会」に渡航証明書の発給申請書2000部を交付した。この時、「資力のある者」が身元保証人となり、かつ申請者に「内地」居住歴がある場合には日本在留を認めたが、韓国への帰国には韓国政府からの入国許可を条件とし、基本的に先の「田中答弁書」に示された「原則」は変わらなかった。こうした条件の下、1978年3月までに137世帯438名（韓国永住希望者―123世帯392名、日本永住希望者9世帯35名）が日本入国を申請し、124世帯411名（韓国永住希望者―115世帯376名、日本永住希望者―9世帯35名）に入国許可が下りたが、1970年代後半からのソ連の態度硬化もあって、日本入国が実現したのはわずか3名（2名が日本へ定住、1名が韓国へ帰還）であった
。

結局、国会での論議、そして渡航証明書の大量発給も即帰還実現に結びつくものではなかったのである。それにはソ連の態度硬化もかなり影響したと言えるが、やはり日本政府が具体的施策の実行を怠ったという問題は残る。国会においては政府側委員の答弁以上の進展は見られなかったし、渡航証明書の発給も「日本政府が面倒を見なくてもいいのなら帰還を認めましょう」という程度のものであり、積極的な施策とは言い難い。

　日本政府が具体的施策を行うようになるのは1980年代後半以後のことであった。その背景には、ゴルバチョフ政権によるペレストロイカの進行、そして1987年7月に結成された「サハリン残留韓国・朝鮮人問題議員懇談会」の活動があった
。1987年度予算には「サハリン残留韓国人問題関係費」として、初めてこの問題に対する国家予算が組まれ（227万円）、以後増額されていった
。そして、1988年10月には法務大臣が在サハリン朝鮮人の帰還について1年間の特別在留許可を出すこととなり、これは更新可能であったため、事実上日本での永住も可能になった。「田中答弁書」から16年、ようやく「日本は通過のみ」とする「原則」が改められたのである
。

　この間、北朝鮮の反対、ソ連の態度硬化が帰還を妨げる要因となったことも事実だが、日本政府が積極的な施策を行っていれば、事態は少しでも好転していたのではないかと思う。実際この時期にあと一歩のところで帰還への望みを断たれた人が少なからずいたことは、そのことをよく示していると言えるのではないだろうか。

　以上の考察から、サハリン朝鮮人棄民問題を巡る日本政府の対応は極めて不十分なものであったと言えよう。その根本的要因には朝鮮人への民族差別、血統的日本人への偏愛、植民地支配に対する責任意識の欠如があると私は考える。こうした傾向は戦後処理問題全般においてみられるものであった。そこで、次章ではこのことについても検討したい。

第三章　日本の戦後処理に見られる問題性

第一節　排外的な戦後処理政策

「日本国籍」の剥奪

日本の戦後処理政策について考える上でまず大きな問題となるのが、「日本国籍の喪失」による旧植民地出身者の排除である。そのことはサハリンからの帰還問題においてもよく表れており、戦争犠牲者への補償問題においても同様であった。しかし、実はこの「前提」自体にそもそも問題があった。まずこのことについて検討したい。

1910年の韓国併合以後、朝鮮人は「日本国籍を有する」とされたが、そのことを明確に規定した法律は実際には制定されていない。1899年制定の旧国籍法は朝鮮には適用されなかったからである。しかし、それは国籍法で定められた「日本国籍」離脱、外国への帰化を認めないための政策であった。つまり、日本政府は朝鮮人の「日本国籍」を法的に明確化しないことで、かえって朝鮮人を「帝国臣民」として束縛していたのである
。

　戦後の日本政府は、国籍処理に関して国際的先例上朝鮮人は講和条約の締結までは「日本国籍」を有する、との態度をとっていた。また、在日朝鮮人の管理という点からも、GHQに対しそれを強く主張してもいた
。そして、「日本国籍」を離れる際の国籍選択権についても国際先例に倣って認められることになるだろうと当初は考えられていた
。

しかし、1952年4月28日のサンフランシスコ平和条約の発効を目前に控えた4月19日に法務府民事局長通達民事甲第438号「平和条約に伴う朝鮮人、台湾人などに関する国籍及び戸籍事務の処理について」が出され、「朝鮮及び台湾は、条約の発効の日から日本国の領土から分離することとなるのでこれに伴い、朝鮮人及び台湾人は、内地に在住している者も含めすべて日本国籍を喪失する」とされたのである
。

しかし、この措置には大きく二つの問題点があった。

一点目は、日本政府はこの措置について平和条約第２条（ａ）項の「日本国は朝鮮の独立を承認して、（中略）朝鮮に対するすべての権利、権限及び請求権を放棄する」を根拠としているが、この条文は朝鮮人の国籍変動については何も規定していないということである。そもそも平和条約の締結に韓国、北朝鮮ともに参加していない以上、同条約で朝鮮人の国籍変動について規定すること自体に無理がある。

二点目は、一片の通達で旧植民地出身者の「日本国籍」を喪失させるのは、日本国憲法第10条の「日本国民たる用件は、法律でこれを定める」との規定に反するということである
。その後「日本国籍の喪失」を定めた法律は制定されていない。

従って、日本政府の国籍処理は合理的とは言い難く、強引な「日本国籍」剥奪措置であったと言わざるを得ない。確かに大半の朝鮮人はかつて強制的に「帝国臣民」とされることによって多大な苦しみを負わされたのであり、解放後もなお「日本国民であり続けたい」と願う人はほとんどいなかったであろう。しかし、この「日本国籍の喪失」によって彼らに与えられるべき様々な権利が奪われていった以上、この時の国籍処理の不当性が大きな問題として残るのである。

「補償はないが、罪は残る」の「論理」

サンフランシスコ平和条約発効により日本が主権を回復すると、その2日後に制定された「戦傷病者戦没者遺族等援護法」（適用は４月1日に遡るとされた。以下、遺族等援護法と表記）を皮切りに、数々の戦後補償関係の法律が制定されていった。しかし、被爆者援護に関する二つの法律を除いて、朝鮮人、台湾人は「日本国籍の喪失」を理由にことごとくその対象から排除された（遺族等援護法については、適用される4月1日の時点では彼らはまだ「日本国籍を有している」こととなるので、「戸籍法の適用を受けない者については、当分の間、この法律を適用しない」（付則第２項）として対象から除外した）。

その一方で、平和条約発効後も朝鮮人、台湾人が「日本人」としての扱いを強いられる場合もあった。いわゆる「ＢＣ級戦犯」の処遇を巡る問題である。

ＢＣ級戦犯とは、極東国際軍事裁判（東京裁判）とは別に、日本が占領していた各地域で開かれた戦争犯罪裁判法廷において「通例の戦争犯罪」に問われ、有罪判決を受けた者のことをいう
。この裁判において、元「日本兵」5702人が起訴され、984人が死刑判決、4404人が有罪判決を受けた。その中には、朝鮮人148人、台湾人173人が含まれており、うち朝鮮人23人、台湾人26人は死刑判決を受けた。これらの人々は主に捕虜収容所で監視員をしていた軍属である
。

平和条約の発効によって日本が主権を回復すると、戦犯の刑の執行は日本政府に引き継がれることになった。これについて、同条約第11条は「日本国は、連合国軍戦争犯罪法廷の裁判を受諾し、かつ、日本国で拘禁されている日本国民にこれらの法廷が課した刑を執行するものとする（傍点筆者）」と定めている。　　　　

この時、スガモ・プリズン（平和条約発効後、巣鴨刑務所と改称）には29人の朝鮮人と1人の台湾人が戦犯として拘禁されていた。そこで彼らは「平和条約発効と同時に日本国籍を喪失したので、同条約11条にいう“日本国民”には該当せず、拘束を受けるべき法律上の根拠はない」として、1952年6月14日、人身保護法による釈放請求裁判を提起した。これに対し最高裁判所は「請求は認められない」とする判決を下した。その判決要旨は次のようであった。

「戦犯者として刑が課せられた当時日本国民であり、かつ、その後引き続き平和条約発効の直前まで日本国民として拘禁されていたものに対しては、日本国は平和条約第11条により刑の執行の義務を負い、平和条約発効後における国籍の喪失または変更は、右義務に影響を及ぼさない（傍点筆者）」

　こうして、彼らは「日本国籍喪失」後も「日本国民」として刑期満了まで、あるいは裁判国による仮釈放が認められるまで刑務所での生活を強いられた。釈放後は直ちに「外国人登録」をさせられ、遺族等援護法の適用、軍人恩給の支給からも除外された
。一方、日本人戦犯に対しては遺族等援護法が適用（当初は除外されていたが、1953年8月の改正によって「復権」）され、軍人恩給も支給された。しかも、軍人恩給に関しては裁判による拘禁期間まで「在職期間」として算入する（1955年８月の恩給法改正による）という徹底ぶりである
。

朝鮮人、台湾人が戦争に動員されたことも、戦犯者として刑が課せられたことも、ともに「日本国民」だったときのことである。しかし、補償については「もう日本国民ではないので関係ない」とし、戦犯者に対しては「日本国民でなくなっても罪は残る」というのである。何とも理不尽な「論理」である。日本の戦後処理はこうした民族差別のもとで行われてきたのである。

第二節　「日韓協定で補償問題は解決済み」なのか

　「日韓協定」の性格

日本の朝鮮植民地支配に対する「清算」の問題において、「日本国籍の喪失」による排除と並んでもう一つ大きな問題として挙げられるのが、「日韓協定で補償問題は解決済み」という日本政府の姿勢である。果たして「解決済み」と言えるのか。改めて検討してみたい。

ここで言う「日韓協定」とは、1965年6月22日に「日韓基本条約」とともに締結された「財産及び請求権に関する問題の解決並びに経済協力に関する日本国と大韓民国との間の協定」である。第１条第１項を見ると、次のようになっている。

「日本国は、大韓民国に対し、（ａ）現在において1080億円に換算される３億合衆国ドルに等しい円の価値を有する日本国の生産物及び日本人の役務を、（中略）無償で供与するものとする。（中略）前記の供与および貸付けは大韓民国の経済の発展に役立つものでなければならない（後略）」

そして、第2条第1項では次のように規定されている。

「両締約国は、両締約国及びその国民（法人を含む。）の財産、権利及び利益並びに両締約国及びその国民の間の請求権に関する問題が（中略）完全かつ最終的に解決されたこととなることを確認する」

　つまり、日本政府が「補償」ではなく「経済協力」として3億ドルを無償供与することで、韓国政府が請求権を放棄するとされたのである。

　こうした「日韓協定」に、韓国国民が納得するはずがなかった。そこで、韓国政府は「経済協力」3億ドルの中から補償を行うことにし、「対日民間請求権申告に関する法律」（1971年1月）などを制定、死亡者一人当たり30万ウォン（約19万円＝当時）、財産被害1円当たり30ウォンを支払うとした。しかし、この措置においては在日韓国人、負傷者、被強制連行者、被爆者、元「慰安婦」、ＢＣ級戦犯、そして在サハリン朝鮮人などは対象外とされ、また、手続きの煩雑さ、書類の不備などから申告できなかった人も多く、様々な問題があった。結局、支払われた補償の総額は91億8769万余ウォン（約58億円）で、日本政府から供与された3億ドルの5.4％に過ぎなかった
。このことからも、3億ドルが「補償」のために支払われたものでないことは明らかであろう。

　また、「請求権問題の解決」の意味するところにおいても、大きく次の二点が問題となる。

まず一点目は、在日韓国人の請求権問題は解決されていないということである。在日韓国人は、「日韓協定」中の「一方の締約国の国民で1947年8月15日からこの協定の署名の日までの間に他方の締約国に居住したことがあるものの財産、権利及び利益」には「影響を及ぼさない」（第2条第２項）との規定により、「日韓協定」による「解決」の対象外とされたのである。韓国政府が「経済協力」3億ドルの中から行った補償において在日韓国人を対象から除外していることは、そのことの裏返しと言えよう。

二点目は、「個人の請求権は消滅したのか」という問題である。1990年代以降続々と補償請求訴訟が提起される中で、この問いは大きな争点となってきている。これに関し、1991年の8月27日の参議院予算委員会において、柳井俊二外務省条約局長は「これは日韓両国が国家として持っております外交保護権を相互に放棄したということで（中略）個人の請求権そのものを国内法的な意味で消滅させたというものではございません」との注目すべき答弁をしている。また、これに先立つ1991年3月20日の参議院予算委員会においては、兵藤長雄外務省欧亜局長が日ソ共同宣言での請求権放棄について「ソ連政府に対して直接個々に請求権を提起されるということまで禁じたものではない」との答弁もしている
。従って、日本政府は「国家間の条約で個人の請求権まで消滅するわけではない」との見解を持っているとみてよいだろう。

「日韓協定」と在サハリン朝鮮人との関係

小論の主題に関連して、「日韓協定」における在サハリン朝鮮人の請求権問題についても検討しておきたい。

そもそも1951年から65年まで7次にわたって行われた日韓会談において、在サハリン朝鮮人問題は全く議題とされていない。そのことに対する「韓国人会」会長朴魯学氏らの抗議に、韓国大使館は「樺太問題を議題にすると韓日条約の締結が遅れるので、あとまわしにした」と答え、日本の外務省は「今度の日韓会談で、韓国政府は請求権を放棄している。その条件の中には樺太問題も含まれているので、すべて解決した」と答えたという
。

果たして「すべて解決した」と言えるのか。「日韓協定」の条文を見ると、「解決された」のは「両締約国及びその国民の間の請求権」となっている。つまり、効力を及ぼすには韓国国籍を持っていることが前提となる。しかし、条約締結時には韓国とソ連の国交は樹立されておらず、在サハリン朝鮮人の国籍はソ連国籍、北朝鮮国籍、無国籍のいずれかであった。従って、「日韓協定で樺太問題も解決した」との主張は正当ではない。実際、日本政府も1991年2月22日の衆議院予算委員会において、このことを認めている
。在サハリン朝鮮人は韓国政府が「経済協力」3億ドルの中から行った補償からも除外されており、補償問題は全く解決していない。

以上の考察から、日本政府のあらゆる戦後処理政策は旧植民地出身者に対する差別に満ちたものであり、そして「日韓協定で補償問題は解決済み」という実態とかけ離れた主張を繰り返してきたことにみられるように、対外的に極めて無責任なものであったと言える。小論で取り上げたサハリン朝鮮人棄民問題もそのような戦後処理の「歪み」が如実に表れた問題であったと考えることができよう。

おわりに

　小論を締めくくるにあたり、在サハリン朝鮮人の帰還問題の現状について簡単に述べておく。

　1980年代後半以降のペレストロイカの進行、日ソ、韓ソ関係の改善と共に、在サハリン朝鮮人の帰還も徐々に実現するようになり、1989年7月には日韓の赤十字社の協力で「在サハリン韓国人共同支援事業体」も発足した。こうした事態の進展の中、1975年以来続いていた「サハリン裁判」も同年6月に取り下げられている。1990年には韓国とソ連の国交も樹立され、問題の重点は帰還実現から永住帰国へと移っていった。2000年には韓国・EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(アンサン),安山)市に「EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(コヒャン),故郷の)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(マウル),村)」と名づけられた永住帰国者用アパートが完成し、900人が入居した。

日本政府も1987年以降サハリン関係の国家予算を組むようになり、1995年には永住帰国者用集団住宅や療養院建設のために32億2500万円余の拠出を決定した
。「故郷の村」はこれを資金として建設されたものである。

なお、これに先立つ1990年8月には在サハリン朝鮮人、永住帰国者、遺家族などを原告とし、一人当たり1000万円の補償を要求した「サハリン残留韓国・朝鮮人補償請求訴訟」が東京地裁に提起されていたが、原告側は日本政府のこうした措置を評価し、同訴訟は1995年7月に取り下げられている。

このように、在サハリン朝鮮人の帰還問題は、戦後処理問題の中では比較的進展が見られた事例であると言える。しかし、まだ多くの問題が残されている。

まず、永住帰国者の受け入れ施設が不足している。それに、「故郷の村」は入居条件が「1、1945年以前に生まれた人　2、2人1組での帰国、同居」と厳しい。この条件では2世、3世の入居が不可能であり、新たな家族離散を生む結果を招いている。また、「2人1組」という条件を満たすために赤の他人同士がカップルを組んで入居し、それによるトラブルも起こっているという
。サハリンと韓国の生活習慣の違いに適応できずに苦しい生活を送っている人も少なくなく、また、韓国に永住帰国したものの社会保障の不備から生活に困難を来し、再びサハリンに戻ったあげく自殺した人の例も報告されている
。

韓国政府は経済難から永住帰国者の支援には消極的で、日本政府は1945年以前に生まれた1世については責任をとるが、2世、3世については責任をとろうとしていないというのが現状のようである。こうした背景があるために、永住帰国時の家族離散をはじめとする新たな問題が生まれているのである。

サハリンでの50年以上にわたる苦難を経て帰還を果たした人々が、帰還後も苦しい生活を強いられるのはあまりにも理不尽なことである。日本政府は近年になってある程度の取り組みは見せつつあるが、真に責任を果たすためには、1世に対してのみ責任を負うというのでは済まされない。サハリンに2世、3世がいるのは日本の手によって多くの1世が連行されたからである。そうである以上、十分な配慮が行き届いた永住帰国事業、生活支援事業がなされない限り、彼らの怒りの声は止むことがないだろう。

第二次世界大戦が終わって50年以上経つが、日本は戦後処理への取り組みを十分に行ってこなかった。そのことが周辺諸国との真の和解を妨げている。当事者の多くが亡くなっていることもあり、今となっては「完全な解決」や「原状回復」は不可能かもしれないが、今ここで「過去」に向き合う努力をしなければ、日本は「過去の清算」の機会を失い、いつまでも不信の目を向けられ続けることになるだろう。その意味において、サハリンからの永住帰国の問題にしても、現在進行中の日朝国交正常化交渉にしても、「過去の清算」に取り組むための大切な機会と言える。真に「過去の清算」を果たすためには、「国家間での解決」に安住することなく、苦難を強いられた人々の声に真摯に耳を傾け、そこから真の和解への道を探っていくという姿勢が大切であろう、と私は考える。

注




� 一般には「サハリン残留朝鮮人問題」という呼称が用いられているが、「残留」というと自発的に残ったというニュアンスがあって適切ではないので、「サハリン朝鮮人棄民問題」とした。また、後記「中国残留孤児」問題についても同様の理由で「残留」という呼称を避けた。


� 海野福寿氏によると、1944年7月の内務省の報告書や1942年8月の厚生省での会議録には、強制連行の実態について日本政府自らが「拉致」と認めている記述もあるという（『朝日新聞』2002年9月16日付朝刊）。


� 代表的なものとしては三田英彬『棄てられた四万三千人』（三一書房、1981年）、高木健一編著『待ちわびるハルモニたち』（梨の木舎、1987年）、北海道新聞社編『祖国へ！』（同新聞社、1987年）、角田房子『悲しみの島サハリン』（新潮文庫、新潮社、1997年）、などがある。その他、戦後の在サハリン朝鮮人の生活について記したものとして�EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(パクヒョンジュ),朴亨柱)�著、民涛社編『サハリンからのレポート』（御茶の水書房、1990年）、ソ連側からの研究としてアナトーリー・Ｔ・クージン著、岡奈津子・田中水絵訳『沿海州・サハリン　近い昔の話』（凱風社、1998年）、現在の永住帰国の問題を扱ったものとして�EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(キルサン),吉翔)�・片山通夫『サハリン物語』（リトル・ガリヴァー社、2000年）がある。


� 申告主義により所有権、地価、地形の確認を行おうとしたもの。しかし、手続が複雑であったために申告できず、土地を失った者も多かった。また、調査により土地の賃貸、売買も法的に認められるようになったため、地主制が強化される側面も持っていた。その結果、事業が終了した1918年には自小作農の割合が全農民の77％を占めた。


� 日本本土の米不足を解消するために植民地を食糧供給地にする目的のもと、土地改良、農事改良を行おうとしたもの。しかし、1920年から32年にかけての米の収穫量は1.2倍に増加したに過ぎず、その一方で輸移出高は2.5倍に膨張したため、深刻な食糧難を招いた。また、高額な水利税などによって自作農の没落も一層進み、地主制のさらなる強化を招いた。1920年代における朝鮮人の海外渡航増加を招く最大の要因と言える。


� 朝鮮人強制連行真相調査団編『朝鮮人強制連行強制労働の記録―北海道・千島・樺太篇』、現代史出版会、1974年、350頁。なお、該当部分については、堅田精司『旧樺太内国貿易史』（1966年）が基になっている。


� 海野福寿「朝鮮の労務動員」『近代日本と植民地５　膨張する帝国の人流』（岩波書店、1993年）所収、103－130頁。なお、それ以前は朝鮮人の「内地」渡航はむしろ制限されていた。


� 「募集」とは、事業主からの求人に基づいて政府が朝鮮で労働者を募集する郡及び面（日本の村に近い行政単位）を割り当て、各事業主が許可された人員を集めるというもの。「官斡旋」とは、1942年2月に朝鮮総督府によって発令された「鮮人内地移入斡旋要綱」に基づき、総督府内の機関である朝鮮労務協会（1941年設立）が中心となって行った官民一体の労働者募集である。


� 『復刻版　朝鮮総督府　帝国議会説明資料　第9巻』、不二出版、1994年、289頁。


� 大沼保昭『サハリン棄民』、中公新書、中央公論社、1992年、11頁。


� 南サハリンにおける強制労働の実態に関しては朝鮮人強制連行真相調査団編『朝鮮人強制連行強制労働の記録―北海道・千島・樺太編』や林えいだい『増補版　証言・樺太朝鮮人虐殺事件』（風媒社、1992年）などに詳しい。


� 厚生省援護局編『引揚げと援護三十年の歩み』、ぎょうせい、1978年、99頁。なお、樺太終戦史刊行委員会編『樺太終戦史』（全国樺太連盟、1973年）は、疎開した人数を約87600人としている（同書330頁）。


� 三田英彬、前掲書、93頁。


� 「樺太抑留帰還韓国人会」（後に「樺太帰還在日韓国人会」と改称）の常任顧問として帰還運動に半生を捧げた�EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(チャン),張)��EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ジェ),在)��EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(スル),述)�氏は1974年7月10日付『統一日報』において、緊急疎開に含まれていた朝鮮人婦女子は「1500人にすぎなかった」と指摘しているという。（北海道新聞社編『祖国へ！』、同新聞社、1987年、46頁）


� 林えいだい、前掲書、55頁。


� 林えいだい、前掲書、186―228頁。


� 林えいだい、前掲書、260―290頁、及び朴亨柱、前掲書、107頁―114頁。


� 「帰還問題」、「帰還運動」などにおける「帰還」とは、故郷である韓国に戻ることを指す。小論では日本人妻とともに日本に渡航し、定住した朝鮮人の事例も出てくるが、その場合は「引揚げ」とする。


� 厚生省援護局編、前掲書、55頁。


� アナトーリー・Ｔ・クージン、前掲書、226頁。


� 大沼保昭、前掲書、24頁。


� 高木健一『増補改訂版　サハリンと日本の戦後責任』、凱風社、1992年、132頁。なお、原文が“Japanese　Nationals”であるとすると、「一般日本人」との訳は不自然であるが、これは軍人捕虜と一般住民を区別するために用いられた用語である。


� 日本弁護士連合会『樺太帰還在日韓国人海申立事件第一次調査報告書』、1981年、1頁「申立の要旨」参照。


� 朴亨柱、前掲書、17―21頁。


� 厚生省援護局編、前掲書、107―108頁。


� 朴亨柱、前掲書、55―59頁。


� 1983年6月には国連人権委員会に通報し、1984年8月12、13日には「いま、サハリン残留韓国人の帰還問題を考える」と題した国際シンポジウムを開催している。


� 大沼保昭、前掲書、91頁。


� アナトーリー・Ｔ・クージン、前掲書、282―284頁。


� 樺太裁判実行委員会『樺太裁判資料（Ⅰ）』、1976年、8頁。


� 樺太炭の利用が断念された1944年8月11日に「樺太及釧路ニ於ケル炭礦勤労者、資材等ノ急速転換ニ関スル件」が閣議決定され、南サハリンから坑夫7354人、運搬夫1950人、幹部347人が日本本土に転用となった（角田房子、前掲書、34頁、及び林えいだい、前掲書、140―141頁）。この頃には朝鮮から妻子を呼び寄せた労働者も増えていたが、「内地転用」の際に家族の移動までは考慮されず、家族離散の問題が生じた。そのため、「内地転用」となった朝鮮人たちが、サハリンに残された家族の消息がわからないうちは朝鮮へ戻ることはできないとGHQに訴えたのである。


� 厚生省援護局編『引揚げと援護三十年の歩み』には、「ソ連軍管理地域外の各地からの引揚げは（中略）きわめて順調に進捗していたが、ソ連軍管理地域における日本人の保護及び引揚げはまったく見とおしがたたなかったので、政府としては、ソ連軍管理地域における日本人の保護及び引揚げについてしばしば連合国軍総司令部に要請を行っていた」とある（同書97頁）。


� 以上、大沼保昭、前掲書、28―35頁参照。


� 厚生省援護局編、前掲書、83頁。


� 厚生省援護局編、前掲書、103―104頁。


� 高木健一編著『待ちわびるハルモニたち』、29－30頁。


� 高木健一『今なぜ戦後補償か』、講談社現代新書、講談社、2001年、17―18頁、及び、吉翔・片山通夫、前掲書、9―10頁から重引。


� 日本弁護士連合会、前掲書、9頁、及び大沼保昭、前掲書、61―62頁。


� 植民地支配期の戸籍制度では、日本人は「内地戸籍」、朝鮮人は「朝鮮戸籍」、台湾人は「台湾戸籍」と区別されていた。そして、婚姻や養子縁組などの身分行為の他は戸籍の移動はできなかった。身分行為による戸籍の移動の際は「共通法」という法律により、婚姻の場合は妻が夫の戸籍に、養子縁組の場合は養子が養親の戸籍に入る、とされた。サンフランシスコ平和条約発効時における国籍処理はこうした戸籍を基準に行われたのである。その際、条約発効直前の1952年4月19日に出された法務府民事局長通達民事甲第438号「平和条約に伴う朝鮮人、台湾人などに関する国籍及び戸籍事務の処理について」の第1項（3）では、「もと内地人であった者でも、条約の発行前に朝鮮人又は台湾人との婚姻、養子縁組などの身分行為により内地の戸籍から除籍せらるべき事由の生じたものは、朝鮮人又は日本人であって、条約発効とともに日本の国籍を喪失する」と規定された（宮田節子・�EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(キム),金)��EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ヨン),英)��EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ダル),達)�・�EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ヤン),梁)��EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(テ),泰)��EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ホ),昊)�『創氏改名』、明石書店、1992年、42頁。法務府民事局長通達民事甲第438号に関しては日本弁護士連合会、前掲書、80頁所収の資料より重引）。


� 「昭和47年7月12日提出質問第2号」及び「昭和47年7月18日受領答弁第2号」。いずれも船田中衆議院議長宛てとなっている。日本弁護士連合会、前掲書、69―73頁に所収の資料より抜粋。


� 大沼保昭、前掲書、103―110頁。


� 国会会議録検索システム　http://kokkai.ndl.go.jp/　より。


� 大沼保昭、前掲書、133頁、及び井上昭彦「サハリン残留朝鮮人に帰還の道を」『季刊　三千里』41号、三千里社、1985年、96頁。


� その活動については、サハリン残留韓国・朝鮮人問題議員懇談会編『サハリン残留韓国・朝鮮人問題と日本の政治』（1994年）参照。


� 1988年度は834万円、89年度には5800万円、90年度には1億333万円、91年度には1億2000万円、92年度には1億2537万4000円、93年度には92年度と同額のサハリン関係予算が組まれた。


� 大沼保昭、前掲書、202頁。


� 水野直樹「国籍をめぐる東アジア関係」、古屋哲夫・山室信一編『近代日本における東アジア問題』（吉川弘文館、2002年）所収、211―237頁。


� その経緯に関しては、�EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(キム),金)��EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(テ),太)��EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ギ),基)�『戦後日本政治と在日朝鮮人問題』（勁草書房、1997年）に詳しい。


� 1949年12月21日の衆議院外務委員会で、川村松助外務政務次官は、朝鮮人の国籍について「だいたい本人の希望次第決定されることになるという見通しを持っている」と答弁している（前掲、国会会議録検索システムより）。


� ドイツの敗戦とオーストリアの独立における国籍処理の事例を見ると、1956年5月に旧西ドイツで制定された国籍問題規制法において、併合により付与されたオーストリア人の「ドイツ国籍」は、オーストリア独立の前日に全て消滅するとされたが、一方で、ドイツ国内に居住するオーストリア人は、意思表示によりドイツ国籍を回復する権利を持つ、とされた。つまり、「国籍選択権」が認められたのである。（田中宏、前掲書、67―68頁）


� 日本弁護士連合会、前掲書、17頁。


� 内海愛子『朝鮮人ＢＣ級戦犯の記録』、勁草書房、1982年、「はじめに」参照。


� 内海愛子『戦後補償から考える日本とアジア』（日本史リブレット68）、山川出版社、2002年、53―54頁。
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